
都道府県名 市区町村名 自治体コード Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通

知の発出状況に定義されている対象分野)

香川県 高松市 37201 1

高松市住民税非課税世帯（令和５年度）生活支援給

付金（追加支給分）支給事業【物価高騰対策給付

金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　47094世帯×70千円　　のうちR６計

画分

④R５年度分の住民税非課税世帯　（47094世帯）

－ R6.1 R6.6 85,820
対象世帯に対して令和6年1月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

香川県 高松市 37201 2
低所得者支援及び定額減税補足給付金事業【物価高

騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　7327世帯×100千円、令和６年度非

課税化世帯　5389世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　

2308世帯×100千円、子ども加算　8048人×50千円、定額減税を補足

する給付の対象者　121961人　(2862880千円）　　のうちR６計画分

事務費　266434千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務

委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（15024世帯）、定額減税を補足す

る給付の対象者数（121961人）

－ R6.2 R6.12 3,865,314
対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

香川県 高松市 37201 6 №2事業（事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③事務費　20969千円

④低所得世帯等の給付対象世帯数（14677世帯）、定額減税を補足す

る給付の対象者数（115244人）

－ R6.2 R6.12 20,969
対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

香川県 高松市 37201 7

高松市住民税非課税世帯（令和６年度）物価高対策

給付金及び定額減税不足額給付金事業【物価高騰対

策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　52800世帯×30千円、子ども加

算　6970人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の

対象者　60000人　(1280000千円）　　のうちR６計画分

事務費　155614千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務

委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（52800世帯）、定額減税を補足す

る給付（うち不足額給付）の対象者数（60000人）

－ R7.2 R7.4以降 3,159,014
対象世帯に対して令和7年2月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

香川県 高松市 37201 11
高松市医療・福祉施設等物価高騰対策支援金（令和

６年度）交付事業

①昨今の原油価格や物価の高騰に伴う、電力・ガス・食料品等の負担

軽減を図るため、市内の医療・社会福祉サービスを提供する事業者に

対して支援することにより、サービス利用者が継続的に医療・社会福

祉サービスが受けられる環境を維持する

②法人等へ交付する支援金（補助金）、指定口座への振込手数料、事

務経費

③補助金195,575千円（医療機関・薬局、福祉施設等：360千円×29

施設、180千円×182施設、90千円×701施設、60千円×616施設、50

千円×532施設、25千円×1,029施設）、振込手数料335千円、事務経

費1,215千円

④市内に医療・福祉施設等を設置・運営している者で、次の要件を満

たす者。

　医療・福祉施設等を令和６年１０月１日及び支援金申請日において

運営しており、令和７年３月３１日までに休止又は廃止を予定してい

ないこと。

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.1 R7.4以降 197,125

対象施設への交付率90%以上（対象施設数：約

3,000施設）

交付対象事業者に通知文書等を送付、並びに本市

HPで周知
医療（光熱費関係）



香川県 高松市 37201 12 農林水産業継続緊急支援事業

①生産資材や光熱水費、人件費等の価格高騰等により、厳しい経営状

況にある市内農林水産業者を支援するため、生産コストの一部を補填

する緊急支援金を交付し、本市内の農林水産業者の経営継続を図るも

の。

②農林水産業者に対する支援金及び事務費

③支援金66,980千円

（内訳）80千円：認定農業者及び認定新規就農者の担い手農業者352

経営体、水産業者200経営体

30千円：販売農家240経営体

250千円～750千円：畜産農家32経営体

250千円：林業事業者4経営体

支援金の交付等に係る事務費：1,452千円

④認定農業者及び認定新規就農者の担い手農業者352経営体、水産業

者200経営体、販売農家240経営体、畜産農家32経営体、林業事業者4

家経営体

⑥農林水産業における物価高騰対策支援 R7.2 R7.4以降 68,432

市内の農業産出額　124.5億円（令和8年）

※第7次高松市総合計画高松まちづくりプラン成果

指標

補助対象者となる担い手農業者等に周知。

広報高松、HP等にて周知。
農林水産・食品分野

香川県 高松市 37201 13 令和6年度高松市公共交通運行特別支援事業

①市民等の移動手段を維持確保することを目的に、燃料等の物価の高

騰による運行経費の増加、運転手の不足、改善基準告示等の改正によ

る運転手の労働時間の上限規制等により厳しい経営環境にある交通事

業者の状況に鑑み、当該交通事業者に対しその経営について支援を行

うための補助金

②路線バス等の運行事業及びタクシー事業を継続するための経費

③路線バス等の運行事業者：20,700千円

（路線バス1系統当たり450千円×41系統、コミュニティバス等1路線

当たり450千円×5路線）

タクシー事業者：83,500千円

（法人タクシー1台当たり100千円×790台、個人タクシー1台当たり

50千円×90台）

④市内を運行する路線バス等の運行事業者及び市内に営業所を有する

タクシー事業者

⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に

対する支援
R7.1 R7.4以降 104,200

対象となる路線バス等の運行事業者4者及びタク

シー事業者115者に対し支援を行い、対象者への執

行率100％を目指す。

市ホームページ及び広報紙への掲載 運輸交通・物流・観光事業者

香川県 高松市 37201 14 学校給食費保護者負担軽減支援事業

①物価高が続く中で学校給食用食材費の支援を行うことで、小・中学

生の保護者の経済的な負担を軽減する。

②学校給食用食材費（物価高騰分）

③小学校低学年@18円×1,300,772食＋小学校中学年@38円×

1,369,016食＋小学校高学年@50円×1,752,536食＋中学校@57円×

1,943,424食＝273,838,472円

※教職員分は対象としない

④学校給食会

②エネルギー・食料品価格等の物価高騰

に伴う子育て世帯支援
R6.4 R7.4以降 273,839

対象世帯分の食材費を支給することで、小・中学

生の保護者の給食費負担額を10％以上軽減する。
ホームページ、広報誌等 給食

香川県 高松市 37201 15

高松市住民税非課税世帯（令和６年度）物価高対策

給付金事業【物価高騰対策給付金】（生活保護法第

６条第１項に規定する被保護者である世帯）

①物価高が続く中で生活保護法第６条第１項に規定する被保護者であ

る世帯（児童）へ給付金を支給することで、当該世帯の生活を支援す

る。

②生活保護法第６条第１項に規定する被保護者である世帯（児童）へ

の給付金

③給付費　R６年度分の生活保護法第６条第１項に規定する被保護者

である世帯　6,000千円（200世帯×30千円）

　　　　　R６年度分の生活保護法第６条第１項に規定する被保護者

である児童　600千円（30人×20千円）

④R６年度分の生活保護法第６条第１項に規定する被保護者である世

帯（非課税：200世帯）（こども加算：20世帯）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰

に伴う低所得世帯支援
R7.2 R7.4以降 6,600

対象世帯に対して令和7年2月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない


